
（１）需 要 場 所

　九州農政局喜界島農業水利事業所 鹿児島県大島郡喜界町大字荒木90番地２

（２）業種及び用途

　　官公庁（事務所）

（１）供給電気方式、供給電圧（標準電圧）、計量電圧（標準電圧）、標準周波数、受電方式

　　①供給電気方式 交流３相３線式及び交流単相３線式

　　②供給電圧（標準電圧） 交流３相３線式 ２００Ｖ、 交流単相３線式 １００Ｖ

　　③計量電圧（標準電圧） 交流３相３線式 ２００Ｖ、 交流単相３線式 １００Ｖ

　　④標準周波数 ６０Ｈｚ

　　⑤受電方式 １回線受電

（２）予定契約電力、予定電力使用量

月予定平均電力使用量

１，２９５kwh

７９２kwh

（３）予定履行期間 令和　８年　４月　１日～令和　９年　３月３１日

（４）電力量等の検針

　ア　自動検針装置 有

　イ　電力会社の検針方法 遠隔自動検針

　ウ　電力量計の構成 電力需給用複合計器

（５）需給地点

　　　各施設の引込柱上に設置した気中開閉器の電源リード線の接続点とする。

（６）計量地点

　　　各施設の引込柱

（７）電気工作物の財産分界点

　　上記需給地点に同じ。ただし、計量地点に設置した計量装置は九州地区の一般送配電

　事業者の所有とする。

注２）月予定平均電力使用量は、令和６年12月～令和７年11月までの月平均電力使用量である。

　九州農政局喜界島農業水利事業所
従量電灯Ｃ
４５kVA

〃
低圧電力
１９kW

注１）予定契約種別は、九州電力送配電（株）奄美配電事業所の契約種別を記載している。
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（８）保安上の責任分界点

　　上記需給地点に同じ。

３　そ　の　他

（１）力率は使用期間中１００％を保持する予定。

（２）フリッカ発生機器等電気の質に影響を与えるような負荷設備は特に有していない。

（３）障害等が発生した場合は、迅速に対処できる体制を有すること。

（４）入札は外税方式により行う。なお、落札者が内税方式の場合には、契約書の料金体系を

　　内税方式に変更することができる。

（５）入札に際し、力率の変動、その他の要因による電気料金の調整及び仕様書に定めのない

　　その他の供給条件については、九州地区の一般送配電事業者の定める特定規模需要標準供

　　給条件及び特定規模需要選択供給条件による。なお、入札価格の算定にあたっては、力率

　　は１００パーセントとし、燃料費調整及び電気事業者による再生可能エネルギ－電気の調

　　達に関する特別措置法に基づく賦課金は考慮しないこと。

（６）落札者は、力率の変動、その他の要因による電気料金の調整及び仕様書に定めのないそ

　　の他の供給条件については、九州地区の一般送配電事業者の定める特定規模需要標準供給

　　条件及び特定規模需要選択供給条件によることができる。

※　位置図（図面）・様式等につきましては、容量の都合上により添付しておりません。

　　ご不明な点につきましては、担当部署へお問い合わせ下さい。



　　分任支出負担行為担当官

　　九州農政局喜界島農業水利事業所長

　　　　　　　　　　　　　百濟　昌人　　殿

住 所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

約します。

記

１．予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。

競 争 参 加 意 思 確 認 書

令和　　年　　月　　日

　また、４「応募要件」を全て満たすとともに、下記１．２について事実と相違ないことを誓

募します。

　「参加者の有無を確認する公募手続に係る参加意思確認書の提出を求める公示」について応

２．予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。

３．添付書類（証明書類）

　①　令和７・８・９年度農林水産省競争参加資格（全省庁統一資格）の資格審査結果通知書

　　の写し

　③　別紙「適合証明書」

　②　電気事業法に基づく一般送配電事業者又は特定送配電事業者であることの証明書の写し



別紙

令和　　　年　　月　　日

分任支出負担行為担当官
九州農政局喜界島農業水利事業所長
　　　　　　　　　　　　　　　　　百濟　昌人　　殿

　下記のとおり相違ないことを証明します。

１　電源構成、非化石証書の使用状況及び二酸化炭素排出係数の情報の開示方法

２　令和５年度の状況

注１)

注２) ２の「自社の基準値」及び「点数」には、別添１により算出した値を記載すること。
注３)

注４) １及び２の条件を満たすことを示す書類を添付すること。

１の開示は、経済産業省「電力の小売営業に関する指針」（最新版を参照）に示された電源構
成等の算定や開示に関する望ましい方法に準じて実施していること。なお、新たに電力の供
給に参入した小売電気事業者（事業開始日から１年以内）であって、電源構成の情報を開示
していない者は、事業開始日及び開示予定時期（参入日から１年以内に限る）を「番号」欄に
記載すること。

１の開示方法（又は事業開始日及び開示予定時期）を明示し、かつ、２の合計点数が70点以
上となった者を本案件の入札適合者とする。

④
省エネに係る情報提供、簡易的DRの取組
地域における再エネの創出・利用の取組

　　　①～④の合計点数

③ 令和５年度の再生可能エネルギー導入状況

項　　目 取組の有無 点　数

①
令和５年度1kWh当たりの二酸化炭素排出係数
（単位：kg-CO2/kWh）

② 令和５年度の未利用エネルギー活用状況

①ホームページ　　　　　　　②パンフレット　　　　　　　　③チラシ

④その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

項　　目
自社の
基準値

点　数

適 　合　 証 　明 　書

住 所
商号又は名称
代 表 者 氏 名

開　示　方　法 番　号



別添１

１　条件

　　①令和５年度１kWh当たりの二酸化炭素排出係数、②令和５年度の未利用エネルギー活用状況、

　③令和５年度の再生可能エネルギー導入状況、④省エネに係る情報提供、簡易的DRの取組、地域

　における再エネの創出・利用の取組の４項目に係る数値を、以下の表に当てはめた場合の評点の

　合計が７０点以上であること。

要　　　　　　　素 区　　　分 得点

 ① 令和５年度1kWh当たりの二酸化炭素排出係数  0.000以上　0.375未満 ７０ 

　　（単位 ： kg-CO2/kWh）  0.375以上　0.400未満 ６５ 

 0.400以上　0.425未満 ６０ 

 0.425以上　0.450未満 ５５ 

 0.450以上　0.475未満 ５０ 

 0.475以上　0.500未満 ４５ 

 0.500以上　0.520未満 ４０ 

 ② 令和５年度の未利用エネルギー活用状況  0.675％以上 １０ 

 0％超　　 　0.675％未満 ５ 

 活用していない ０ 

 ③ 令和５年度の再生可能エネルギー導入状況  15.00％以上 ２０ 

 8.00％以上　 15.00％未満 １５ 

 3.00％以上　8.00％未満 １０ 

 0％超　　 　3.00％未満 ５ 

 活用していない ０ 

 ④ 省エネに係る情報提供、簡易的DRの取組  取り組んでいる ５ 

　　地域における再エネの創出・利用の取組  取り組んでいない ０ 

２　添付書類等

二酸化炭素排出係数、環境への負荷の低減に関する取組の状況に関する条件

　・入札に当たっては、競争参加資格確認関係書類として、１の条件を満たすことを示す書類及び

　　その根拠を示す書類を添付すること。

３　契約期間内における努力等

　（１）契約事業者は、契約期間の１年間についても、１の表による評点の合計が70点以上となる

　ように電力を供給するよう努めるものとする。

　（２）１の基準を満たして電力供給を行っているかの確認のため、必要に応じ関係書類の提出

　及び説明を求めることがある。また、契約事業者は、契約期間満了後可能な限り速やかに、１の

　基準を満たして電力供給を行ったか否か、報告するものとする。
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